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　助成対象外となった人や所得などの確認が必要な人には、町より通知を送付しますので、ご確
認ください。
　引き続き対象となる人には、新しい受給資格者証を７月末までに郵送します。
□対象
・所得税５万円未満で18歳未満の児童を扶養している配偶者のいない母子または父子（配偶者には

事実上婚姻関係と同様の事情にある人も含む）
・所得税５万円未満で父母のいない18歳未満の児童（所得税法などの一部を改正する法律（平成22

年法律第６号）による年少扶養控除および特定扶養控除の上乗せ部分の廃止がなかったものとし
て計算された所得税額が５万円未満となる場合も、所得税額が５万円未満であるとみなす）
□注意事項
　新しい受給資格者証が郵送された人であっても、婚姻（事実婚を含む）などにより、助成対象者

とならなくなった場合は、速やかに資格喪失の届け出をしてください。資格喪失の事実が後から
判明した場合、遡って福祉医療費の返還を求める場合がありますので、ご注意ください

　現在ひとり親家庭または、重度心身障害者・高齢重度障害者の人で、福祉医療費受給資格者証
をお持ちの人は、町から通知を送付します。
　福祉医療制度とは、対象者が医療機関で保険診療を受けた場合、医療費の自己負担分を助成す
る制度です。

▪ひとり親家庭

福祉医療費受給資格者証福祉医療費受給資格者証
（ひとり親家庭／重度心身障害者・高齢重度障害者（ひとり親家庭／重度心身障害者・高齢重度障害者））

　所得制限を超えて助成対象外となった人や所得の確認が必要な人には、町より通知を送付しま
すので、ご確認ください。
　引き続き対象となる人には、新しい受給資格者証を７月末までに郵送します。
　また、昨年度対象外となった人も、昨年中の所得の状況により対象となる場合がありますが、
改めて資格取得の申請が必要となります。

▪重度心身障害者・高齢重度障害者

　福祉医療制度は皆さんの税金でまかなわれています。
　この制度を将来にわたり維持していくために、適正な受診を心がけて
いただくようご理解とご協力をお願いします。

※詳しくは、国保年金課（内線510）へ。

のの更新手続き更新手続き

【福祉医療制度を利用する人へのお願い】


